
　　　　　　飯能市総合教育会議

　「飯能市における特別支援学級等　
　　の現状について」

飯能市教育委員会
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資料２



  特別支援教育

 特別支援教育は、障害のある児童生徒の自立や社
会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点
に立ち、児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、
その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又
は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行う
ものである。
 通常の学級にも障害のある子供は多数在籍してお
り、特別支援教育の重要性は更に高まっている。
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特別支援教育の学びの場の種類
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1． 特別支援学校
障害のある幼児児童生徒に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害
による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的とする学校。
【対象障害種】
視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）

2．特別支援学級
小学校、中学校等において以下に示す障害のある児童生徒に対し、障害による学習上又は生活上の困難を克服
するために設置される学級。1学級の児童生徒の数の基準は8人となる。
【対象障害種】
知的障害者、肢体不自由者、病弱者及び身体虚弱者、弱視者、難聴者、言語障害者、自閉症者・情緒障害者

3．通級による指導
小学校、中学校、高等学校等において、通常の学級に在籍し、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部
特別な指導を必要とする児童生徒に対して、障害に応じた特別の指導を行う指導形態。児童生徒13人につき1
人の教諭が配置される。
【対象障害種】
言語障害者、自閉症者、情緒障害者、弱視者、難聴者、学習障害者、注意欠陥多動性障害者、肢体不自由者、
病弱者及び身体虚弱者
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特別支援教育の現状について
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〇飯能市         平成25年度 令和５年度
・公立小中学校の児童生徒数 5,747           5,153

・特別支援学級の児童生徒数      62              158

・通級(通常学級在籍)の児童生徒数  35                75 
※本市には、難聴・言語通級と発達・情緒通級がある。

約0.9倍

約2.5倍

約2.1倍



  特別支援学級増加の要因

〇発達障害の早期発見と診断の増加

 発達障害の認知度が上がり、早期に発見されるケー
スが増えた。

〇保護者の意識の変化

 保護者の方々の意識が変わり、子ども一人一人の
ニーズに合った教育を重視するようになった。これに
より、特別支援学級を選択肢にする家庭が増えている。6
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飯能市特別支援学級児童生徒数

  小学校 中学校 特支合計 割合 【参考】全児童生徒合計

平成24年度 ２９ ２３ ５２ ０．９％ ５８５２
平成25年度 ３４ ２８ ６２ １．１％ ５７４７
平成26年度 ４０ ３３ ７３ １．３％ ５５７３
平成27年度 ５０ ２９ ７９ １．５％ ５４３８
平成28年度 ６１ ２３ ８４ １．５％ ５４３９
平成29年度 ６８ ２２ ９０ １．７％ ５３８２
平成30年度 ８１ ２５ １０６ ２．０％ ５３５８
令和元年度 ７１ ３６ １０７ ２．０％ ５２４７
令和２年度 ８４ ３６ １２０ ２．３％ ５２６７
令和３年度 ８３ ４８ １３１ ２．５％ ５２１２
令和４年度 ９２ ４３ １３５ ２．６％ ５１８１
令和５年度 １０６ ５２ １５８ ３．１％ ５１５３
令和６年度 １２８ ５４ １８２ ３．５％ ５１８３

※「割合」は、全児童生徒数に対する特別支援学級在籍児童生徒数の割合



特別支援教育に関わる会計年度任用職員数
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特別支援学級介

助員
看護師

特別支援教育支
援員

合計

平成２９年度 １６ ０ １０ ２６
平成３０年度 １６ ０ １０ ２６
令和元年度 １８ ０ １２ ３０
令和２年度 １９ ０ １４ ３３
令和３年度 ２０ ０ １４ ３４
令和４年度 １９ １ １３ ３３
令和５年度 ２０ １ １４ ３５

令和６年度 ２１ １ １４ ３６

【予定】令和７年度 ２３ １ １４ ３８

・特別支援学級介助員…特別支援学級での支援・介助を行う。
・看護師…特別支援学級での看護・介助を行う。医療的ケア児の対応。
・特別支援教育支援員…通常学級で支援を要する児童の支援を行う。



 飯能市の特別支援学級の指導支援体制

・国の基準で小・中学校とも１学級の児童生徒数は８人以下となる。

・小学校は、学級担任と介助員が指導支援を行う。

・中学校は、１学級の場合は学級担任が指導を行う。

 ２学級以上になると学級担任と学年主任が指導を行う。

・飯能市では、県費負担教職員以外に特別支援学級介助員が支援・介助 

 を行っている。

・看護師１人が肢体に不自由がある児童生徒の介助・看護を行っている。

 →医療的ケア児が在籍する場合は、看護師が対応する。

・支援学級の児童生徒数が急増していて、人的に充分な指導支援体制を 

 整えることが困難になってきている。
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就学相談・教育相談体制の充実

  来所相談 電話相談 合計 備考（相談員の勤務日数は２１６日）

平成２９年度 ８１１ ２３４ １０４５ 11ヶ月間の相談数  カウンセラー１人（週1日）相談員３人

平成３０年度 ９２９ ２８０ １２０９ 11ヶ月間の相談数  カウンセラー１人（週1日）相談員３人

令和元年度 １１０２ ２２１ １３２３ 11ヶ月間の相談数 カウンセラー２人（週２日）相談員３人

令和２年度 ９９０ ３９０ １３８０ １年間の相談数 カウンセラー２人（週２日）相談員３人

令和３年度　 １５２６ ３４６ １８７２ １年間の相談数 カウンセラー２人（週２日）相談員３人

令和４年度 １８５２ １７９ ２０３１ １年間の相談数 カウンセラー３人（週３日）相談員３人

令和５年度 １８６１ １８０ ２０４１ １年間の相談数 カウンセラー３人（週３日）相談員３人
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・相談員は、令和４年度まで６時間勤務。令和５年度から７時間勤務。



学級数の推移
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  通常 知的 自閉情緒 肢体不自由 病弱 特支計 合計

平成24年度 204 11 6 0 0 17 221

平成25年度 200 11 6 0 0 17 217

平成26年度 194 14 6 0 0 20 214

平成27年度 190 14 6 0 0 20 210

平成28年度 187 13 10 0 0 23 210

平成29年度 188 16 10 0 0 26 214

平成30年度 186 16 13 0 0 29 215

令和元年度 182 14 15 1 0 30 212

令和２年度 183 16 16 1 0 33 216

令和３年度 180 16 17 1 0 34 214

令和４年度 183 15 18 1 1 35 218

令和５年度 188 14 23 0 1 38 226

令和６年度 187 19 22 0 1 42 229
令和７年度予測 186 20 27 2 0 49 235



学級数の推移
・平成２４年度から令和３年度まで少子化に伴い通常学級が減少してきた。

・令和元年（平成31年）４月吾野小、西川小、東吾野小が統合して、奥武蔵小学校へ。

・令和３年４月名栗中学校廃止、原市場中学校へ編入。

・小学校の通常学級が４０人学級から３５人学級に段階的に変更。

 令和３年度小学校２年３５人学級（埼玉県ではもともと２年生が３５人学級）

 令和４年度小学校３年３５人学級 令和５年度小学校４年３５人学級

 令和６年度小学校５年３５人学級 令和７年度小学校６年３５人学級

・特別支援学級は、平成２４年度以降ずっと増え続けている状況。

・平成２４年度以降でみると、令和５年度から学級数の合計の最高値を更新し続けて 
いる。

★上記のことから、現在余剰教室がほとんどない学校が多くなっている。
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飯能市の県費負担教職員数の推移
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  小学校 中学校 合計
平成24年度 ２７３ １８１ ４５４
平成25年度 ２７１ １８２ ４５３
平成26年度 ２４５ １６６ ４１１
平成27年度 ２６０ １７１ ４３１
平成28年度 ２５５ １７０ ４２５
平成29年度 ２５６ １７１ ４２７
平成30年度 ２５８ １７６ ４３４
令和元年度 ２３６ １６８ ４０４
令和２年度 ２４８ １７０ ４１８
令和３年度 ２５７ １６６ ４２３
令和４年度 ２７５ １６８ ４４３
令和５年度 ２７４ １６９ ４４３
令和６年度 ２８４ １７４ ４５８

・令和４年度から飯能市でも教員不足（未配置・未補充）が深刻になってきた。



特別支援学級児童生徒数増加に伴う課題

・担任１人当たりの児童生徒数の増加、障害の多様化、ニーズ
の多様化に伴い、支援学級担任に対し、これまで以上に高度な
対応が求められている。
・保護者の求めるニーズに対し、学校として対応しきれない事
象が増加している。
・急激な学級数の増加に伴い、支援学級の経験のない教員や臨
時的任用教員が特別支援学級を担当することが増えている。
・各学校に他機関との連携のスキルが十分にない場合がある。
また、連携を進めようとしたときに、考え方や立場の違いで連
携が難しい場合がある。
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  市の特別支援教育の充実に向けて

・特別支援学級介助員（会計年度任用職員）の配置の充実

・就学相談の周知（小・中学校、幼稚園、保育所等への説明）

・就学相談・教育相談体制の充実

・特別支援教育を推進するための研修の充実

・県特別支援教育担当者への指導依頼 

・特別支援学校コーディネーターによる指導助言（地域のセン
ター的機能、支援学級の環境整備やこどもへの対応の助言）

・福祉、医療、保健、教育の連携強化（生徒指導訪問、ケースカ
ンファレンス、同行受診、情報交換等） 18


